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 ⽴地適正化の区域の設定については、以下の⼿順に基づき検討を⾏う。

４－１．⽴地適正化の区域設定フロー＞（１）区域の設定フロー

（１）区域の設定フロー

1.

○ 都市機

能集積

区域

○ ⽣活

利便

区域

都市計画区域＝⽴地適正化計画区域

居住に適さないエリアを除外し、
「居住等区域」を抽出

2. 居住等区域の中で、
「都市機能集積区域」を設定

3.
居住等区域の中で、
都市機能集積区域の位置を勘案し、
「⽣活利便区域」を設定

居住等区域
居住に適さな
いエリア

居住に適さな
いエリア

居住に適さな
いエリア

○ 都市機

能集積

区域

○ ⽣活

利便

区域
４.

居住等区域の中で、
地域拠点の位置を勘案し、
「地域機能集積区域」を設定

居住に適さな
いエリア

○ 都市機

能集積

区域

○ 地域機

能集積

区域
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① 居住に適さないエリアの除外の考え⽅

 都市計画運⽤指針では、都市機能誘導区域は、居住誘導区域内に定めることとされている。そのため、まずは都市機能集積区域と⽣
活利便区域に設定しない、居住に適さないエリアを区域設定候補から除外し、「居住等区域」の抽出を⾏う。

（１）居住に適さないエリアの除外

⽴地適正化計画区域（＝飯⽥市の都市計画区域）

居住等区域

都市計画運⽤指針の検討項⽬に該当する地域を、居住に適さないエリアとして除外

 災害の危険性が⾼い区域や、法規制により居住が制限される区域を除
いた、居住地としての基本的な条件を備えた地域

STEP1. STEP2. STEP3. STEP4.

居住誘導区域に含まないこととされ
ている区域の除外

原則として、居住誘導区域に含まな
いこととすべき区域の除外

適当でないと判断される場合は、
原則として、居住誘導区域に含まな
いこととすべき区域の除外

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を⾏うことが望ましい

区域の除外

① 市街化調整区域
② 災害危険区域のうち住宅の建築制限

のある地域
③ 農⽤地区域
④ 農地もしくは採草放牧地
⑤ ⾃然公園法に規定する特別地域

⑥ 保安林の区域
⑦ ⾃然環境保全法規定の地域
⑧ 保安林予定森林、保安施設地区等

① ⼟砂災害特別警戒区域
② 津波災害特別警戒区域

③ 災害危険区域
④ 急傾斜地崩壊危険区域
⑤ 地すべり防⽌区域
⑥ 急傾斜地崩壊危険区域

① ⼟砂災害警戒区域
② 津波災害警戒区域

③ 浸⽔想定区域
④ 都市洪⽔想定区域、都市浸⽔想定
区域

⑤ その他、災害の発⽣のおそれのあ

る区域

① ⼯業専⽤地域、流通業務地区等、
法令により住宅の建築が制限され

ている区域
② 特別⽤途地区、地区計画等のうち、
条例により住宅の建築が制限され
ている区域

③ 過去に住宅地化を進めたものの居
住の集積が実現せず、空地等が散
在している区域

④ ⼯業系⽤途地域が定められている

ものの⼯場の移転により空地化が
進展している区域

※都市計画運⽤指針とは
 都市計画法に基づく都市計画運
⽤制度について、国が原則的な

考え⽅を⽰したものである。

※ ⾚字は、飯⽥市に該当区域があ
り、除外検討を⾏う区域

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP1.】 居住誘導区域に含まないこととされている区域の除外

 次の区域は、法令の規定により、居住等区域に含めないこととする。

No. 都市計画運⽤指針上の検討項⽬ 対応⽅針（案）

1 市街化調整区域
 該当区域なし。
（※飯⽥市は⾮線引き都市であり、市街化区域・市街化調整区域の区域区分を適⽤してい

ない。）

2
災害危険区域のうち、住居の⽤に供する建
築物の建築が禁⽌されている区域

 該当区域なし。

※平成14年7⽉に、飯⽥市災害危険区域に関する条例（昭和41年3⽉公布）を撤廃する
条例が公布された。

3 農⽤地区域  農⽤地区域を除外する。

4 農地若しくは採草放牧地の区域  該当区域なし。

5 ⾃然公園法に規定する特別地域  ⾃然公園法に規定する特別地域を除外する。

6 保安林の区域  保安林の区域を除外する。

7
⾃然環境保全法に規定する原⽣⾃然環境
保全地域または同法規定の特別地区

 該当区域なし。

8
保安林予定森林の区域、保安施設地区また
は保安施設地区に予定された地区

 該当区域なし。

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP1.】居住誘導区域に含まないこととされている区域の除外

除外区域（全体図）

農用地区域

特別地域

保安林

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

除
外

⾮
除
外

 農⽤地区域
 ⾃然公園法に規定する特別
地域

 保安林の区域

ー

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP2.】原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

 次の区域は、都市計画運⽤指針に基づき、居住等区域に含めないこととする。

No. 都市計画運⽤指針上の検討項⽬ 対応⽅針（案）

1 ⼟砂災害特別警戒区域  ⼟砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）を除外する。

2 津波災害特別警戒区域  該当区域なし。

3
災害危険区域
（条例により定められたもの）

 該当区域なし。

※平成14年7⽉に、飯⽥市災害危険区域に関する条例（昭和41年3⽉公布）を撤廃する
条例が公布された。

4 地すべり防⽌区域  地すべり防⽌区域は除外すべきだが、同区域は都市計画区域内に存在せず。

5 急傾斜地崩壊危険区域  急傾斜地崩壊危険区域を除外する。

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP2.】原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

除外区域（全体図）

除
外

⾮
除
外

 ⼟砂災害特別警戒区域
（レッドゾーン）

 急傾斜地崩壊危険区域

ー

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

 次の区域は、災害の危険性を考慮し、居住等区域に含めないこととする。

No. 都市計画運⽤指針上の検討項⽬ 対応⽅針（案）

1 ⼟砂災害警戒区域  ⼟砂災害警戒区域（イエローゾーン）を除外する。

2 津波災害警戒区域  該当区域なし。

3 浸⽔想定区域

 0.5m以上の浸⽔の危険性がある、洪⽔浸⽔想定区域を除外する。

※ 国⼟交通省中部地⽅整備局天⻯川上流河川事務所より、平成27年の⽔防法改正に伴い、
新たな洪⽔浸⽔想定区域が指定されたのは平成28年12⽉である。本計画では、「河川整備の
⽬標とする降⾬」を基準とする「計画規模」の洪⽔浸⽔想定区域図を採⽤している。

4 都市洪⽔想定区域、都市浸⽔想定区域  該当区域なし。

5
⼟砂災害警戒区域や津波浸⽔想定の浸⽔
区域、及びその他の調査結果により判明した
災害の発⽣のおそれのある区域

 ⼟砂災害危険箇所（⼟⽯流危険渓流、⼟⽯流危険区域（⼟⽯流危険渓
流のうち、想定される最⼤規模の⼟⽯流が発した場合に⼟砂の氾濫が予想され
る区域）、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所）を除外する。

※ ⼟砂災害危険箇所には地すべり危険箇所も含まれるが、同箇所は都市計画区域内に存在せ
ず。

 砂防指定地を除外する。

 ⼭地災害危険区域を除外する。

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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用途地域

都市計画区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

    浸水想定区域（ 0 . 5m以上）

0 . 5 ～1 . 0 m未満

1 . 0 ～3 . 0 m未満

3 . 0 ～5 . 0 m未満

5 . 0 ～1 0 . 0m未満

10 . 0～2 0 . 0 m未満

20 . 0m以上

　　 土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

除外区域（全体図）

除
外

⾮
除
外

 ⼟砂災害警戒区域（イエ
ローゾーン）

 浸⽔想定区域
 ⼟砂災害危険箇所
 砂防指定地
 ⼭地災害危険区域

ー

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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 ⼟砂災害警戒区域（イエロー
ゾーン）を除外する。

土砂災害警戒区域

用途地域

都市計画区域

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

（１）⼟砂災害警戒区域

除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外



10

    浸水想定区域（ 0 . 5m以上）

0 . 5 ～1 . 0 m未満

1 . 0 ～3 . 0 m未満

3 . 0 ～5 . 0 m未満

5 . 0 ～1 0 . 0m未満

10 . 0～2 0 . 0 m未満

20 . 0m以上

用途地域

都市計画区域

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

（２）浸⽔想定区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

 0.5m以上の浸⽔の危険性があ
る区域を除外する。

※ 国⼟交通省中部地⽅整備局天⻯
川上流河川事務所より、平成27年
の⽔防法改正に伴い、新たな洪⽔
浸⽔想定区域が指定されたのは平
成28年12⽉である。本計画では、
「河川整備の⽬標とする降⾬」を基
準とする「計画規模」の洪⽔浸⽔想
定区域図を採⽤している。

除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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（参考資料）

●浸⽔想定区域の浸⽔深について

 ⼤⼈であっても、0.5m以上の浸⽔深で避難⾏動が困難になる恐れがあるため、0.5m以上の浸⽔の危険性がある区域を、居住等区域
から除外する。

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

浸⽔深と避難⾏動について
 浸⽔深が0.5mを超えると、歩⾏に⽀障がきたされ、避難⾏動が困難となる恐れがある。

（参考資料）

資料）国土交通省「川の防災情報」ウェブサイト

浸⽔深 浸⽔程度の⽬安
0〜0.5m 床下浸⽔（⼤⼈の膝までつかる）

0.5m〜1.0m 床下浸⽔（⼤⼈の腰までつかる）
1.0〜2.0m 1階の軒下まで浸⽔する
2.0〜5.0m 2階の軒下まで浸⽔する

5.0m〜 2階の屋根以上が浸⽔する

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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    浸水想定区域（ 0 . 5m以上）

0 . 5～1 . 0 m未満

1 . 0～3 . 0 m未満

3 . 0～5 . 0 m未満

5 . 0～10 . 0m未満

10 . 0 ～2 0 . 0m未満

20 . 0 m以上

用途地域

都市計画区域

（参考資料）

●洪⽔浸⽔想定区域について
（平成28年12⽉指定）

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

 平成27年に⽔防法の改正により、従来
のように対象降⾬を「河川整備の⽬標と
する降⾬」として作成された洪⽔浸⽔想
定区域図（計画規模）と、対象降⾬を
「想定し得る最⼤規模の降⾬」に⾼めら
れた洪⽔浸⽔想定区域図（想定最⼤
規模）が作成、公表されるようになった。

 「想定し得る最⼤規模の降⾬」を基準と
した洪⽔浸⽔想定区域は、ソフト対策を
講じることにより安全性を確保することが
考えられ、さらにその「1,000年に1度」と
⾔われる頻度の⼤⾬が発⽣する確率は
低い。そのため、「河川整備の⽬標とする
降⾬」を基準とする洪⽔浸⽔想定区域
図に基づき、同区域について居住等区
域から除外することが検討される。

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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用途地域

都市計画区域

　　土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

（３）⼟砂災害危険箇所

 ⼟砂災害危険箇所（⼟⽯流危
険渓流、⼟⽯流危険区域（⼟
⽯流危険渓流のうち、想定される
最⼤規模の⼟⽯流が発した場合
に⼟砂の氾濫が予想される区
域）、急傾斜地崩壊危険箇所、
地すべり危険箇所）を除外する。

※⼟砂災害危険箇所には、地すべり
基幹箇所も含まれるが、同箇所は、
都市計画区域内に存在せず。

除
外

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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山地災害危険地区

用途地域

都市計画区域

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

（４）⼭地災害危険地区

 ⼭地災害危険区域を除外する。
除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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砂防指定地

用途地域

都市計画区域

【STEP3.】適当でないと判断される場合は、原則として、居住誘導区域に含まないこととすべき区域の除外

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

（５）砂防指定地

砂防指定地を除外する。除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

 次の区域は、都市計画運⽤指針の趣旨を考慮し、居住等区域に含めないこととする。

No. 都市計画運⽤指針上の検討項⽬ 対応⽅針（案）

1
⼯業専⽤地域、流通業務地区等、法令によ
り住宅の建築が制限されている区域

 ⼯業専⽤地域（住宅、共同住宅、寄宿舎または下宿を建築してはならないと
規定される）を除外する。

2
特別⽤途地区、地区計画等のうち、条例に
より住宅の建築が制限されている区域

 特別⽤途地区では、⼯業専⽤地区（住宅、共同住宅、寄宿舎または下宿を
建築してはならないと規定される）を除外する。

 ⻯丘地区計画では、⽤途地域に定める⼯業専⽤地域以外に、住宅の建築に
関わる規制がないため、該当する区域なし。

 川路地区計画では、「新産業地区、駅前地区、ファクトリーパーク地区、天⻯峡
連携地区」については、住宅若しくは、住宅で事務所⼜は住宅で店舗などの併
⽤住宅、共同住宅、寄宿舎⼜は下宿を建築してはならないと規定されているた
め、該当区域を除外する。

 特定⽤途制限地域の「松尾地区⼦育て住環境保全地域」および「⼭本地区店
舗型性⾵俗営業特殊施設制限地域」は、住宅の建築に関する規制がないため、
該当する区域なし。

3
過去に住宅地化を進めたものの居住の集積
が実現せず、空地等が散在している区域

 ⼟地区画整理事業の施⾏区域は、都市基盤が整備され、基本的に市街化に
向けた先⾏投資がなされている地域と⾒なされることから、除外候補対象としない。

※ただし、⻯丘地区計画および川路地区計画により、住宅の建築が制限されてい
る区域は除外対象となる。

4
⼯業系⽤途地域が定められているものの⼯
場の移転により空地化が進展している区域

 該当する区域なし。

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

除外区域（全体図）

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

土地区画整理事業の区域

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

除
外

⾮
除
外

 ⼯業専⽤地域
 特別⽤途地区（⼯業専⽤地
区）

 条例上の住宅建築制限（地
区計画）

 ⼟地区画整理事業の区域

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

（１）⼯業専⽤地域

 ⼯業専⽤地域（住宅、共同住
宅、寄宿舎または下宿を建築し
てはならないと規定される）を除
外する。

工業専用地域

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

 特別⽤途地区では、⼯業専⽤
地区（住宅、共同住宅、寄宿
舎または下宿を建築してはならな
いと規定される）を除外する。

（２）特別⽤途地区

特別用途地区（ 工業専用地区）

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

【川路地区計画】
 「新産業地区、駅前地区、ファク

トリーパーク地区、天⻯峡連携地
区」については、住宅若しくは、住
宅で事務所⼜は住宅で店舗など
の併⽤住宅、共同住宅、寄宿舎
⼜は下宿を建築してはならないと
規定されているため、該当区域を
除外する。

住宅の建築が制限されている区域

用途地域

都市計画区域

元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜

川路

天⻯峡

飯⽥⼭本IC

飯⽥IC

0 2 4 6 81

km

（３）地区計画の区域

【⻯丘地区計画】
 ⽤途地域に定める⼯業専⽤地

域以外に、住宅の建築に関わる
規制がないため、該当する区域な
し。

川路地区計画
⻯丘地区計画

除
外

⾮
除
外

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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【STEP4.】居住誘導区域に含めることについて慎重に判断を⾏うことが望ましい区域の除外

（４）⼟地区画整理事業区域

 ⼟地区画整理事業の施⾏区域は、都市基盤が整備され、基
本的に市街化に向けた先⾏投資がなされている地域と⾒なされ
ることから、除外候補対象としないが、慎重に判断を⾏う。

※ただし、⻯丘地区計画および川路地区計画により、住宅の建築が制
限されている区域は除外対象となる。

⾮
除
外

丸山羽場土地区画整理事業

今宮土地区画整理事業

北方土地区画整理事業

城東土地区画整理事業

川路土地区画整理事業

竜丘土地区画整理事業

飯田土地区画整理事業

飯田復興土地区画整理事業

高羽土地区画整理事業

533726073
533726074

533726162
533726171
533726172

533726173

533726254

533726352

533726154

533726161

533726163

533726252

533726261

533726262

533726263

533726264

533726143
533726144

533726241
533726242

533726244
533726251

533726253

533726032

533726034

533726041

533726042

533726043

533716351

533716353

533716451

533716453

533716454

533716551

533716552

533716554

533716561

533716563

No. 施⾏事業
区画⾯積
（ha）

H.27⼈⼝
（⼈）

H.27⼈⼝密度
（⼈/ha）

① 城東⼟地区画整理事業 30.4 412 13.5 

② 飯⽥⼟地区画整理事業 4.7 235 50.3 

③ 今宮⼟地区画整理事業 10.9 457 41.8 

④ ⾼⽻⼟地区画整理事業 18.6 369 19.8 

⑤ 飯⽥復興⼟地区画整理事業 77.5 1113 14.4 

⑥ 丸⼭⽻場⼟地区画整理事業 54.8 658 12.0 

⑦ 北⽅⼟地区画整理事業 38.0 308 8.1 

⑧ 川路⼟地区画整理事業 31.6 48 1.5 

⑨ ⻯丘⼟地区画整理事業 30.9 163 5.3 

①

③

②

④

⑤

⑥

⑦

⑨

⑧

（参考資料）

４－２．居住等区域＞（１）居住に適さないエリアの除外
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元善光寺
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（２）居住に適さないエリアの抽出

居住に適さないエリア（全体図）

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行う ことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

用途地域

都市計画区域

適当でないと判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないこととすべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

４－２．居住等区域＞（２）居住に適さないエリアの抽出
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元善光寺

伊那上郷
桜町

飯⽥

切⽯
⿍

下⼭村

伊那⼋幡

⽑賀

駄科

時⼜
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天⻯峡
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0 2 4 6 81
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（３）居住等区域の設定

居住等区域

居住可能区域

用途地域

都市計画区域

４－２．居住等区域＞（３）居住等区域の設定



４－３．都市機能集積区域
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① 都市機能集積区域設定の基本的な考え⽅

 ⼟地利⽤基本⽅針（都市マスタープラン）上の位置づけと、本計画における⽴地適正化の⽅針から、「都市機能集積区域」を中⼼拠
点および広域交通拠点に設定する。

４－３．都市機能集積区域＞（１）都市機能集積区域設定の考え⽅

（１）都市機能集積区域設定の考え⽅

将来都市構造の
拠点類型

まちづくりの考え⽅ 該当地域 拠点の役割

中⼼拠点
市の中⼼として
⾼次都市機能が集積

中⼼市街地

 都市の中⼼として、各種業務や⾏政等の
中核機能や特⾊ある商業や居住等の都
市機能を集積する

 蓄積されてきた⽂化や伝統、社会資本な
どの既存ストックを活かす

広域交通拠点 市外へのアクセスの拠点
リニア駅を中⼼と
するエリア

 飯⽥市の交通結節点（トランジットハ
ブ）、⻑野県の南の⽞関⼝、三遠南信
地域の北の⽞関⼝として、広域的な駅利
⽤圏域を形成し、地域と⼤都市を結ぶ

基本とする
具体エリア

中⼼市街地活性化
基本計画の区域

リニア駅整備
予定区域

都市機能
集積区域

都市機能集積区域（＝都市機能誘導区域に相当）とは

 医療・福祉・商業・教育・⽂化等に関わる都市機能を中⼼拠点や広域交通拠点に集積、集約することにより、これ
ら各種サービスの効率的な提供を図る区域として設定する。

 各都市機能集積区域においては、都市機能の増進を図るための施設を都市機能⽴地を図るべき施設として指定する。

⼟地利⽤基本⽅針 ⽴地適正化計画
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居住等区域（居住に適さないエリアを除外した区域）

中⼼拠点の都市機能集積区域

【STEP1.】
基本区域の
設定

⼤枠範囲
の設定

詳細範囲
の設定

【基本区域の範囲】
① 中⼼市街地活性化基本計画の区域
（※川路・⻯丘周辺地域では⽤途地域指定されているが、都
市機能集積区域を設定しない）

中⼼拠点・都市機能集積区域の範囲設定 広域交通拠点・都市機能集積区域の範囲設定

【基本区域の範囲】
① リニア駅整備予定区域

【STEP3.】
詳細な
境界の設定

【STEP2.】
基本区域に
追加する区域
の設定

【追加検討範囲】
① 基本区域の周辺で、「全市⺠のため」の全市的な
都市機能施設の⽴地している敷地区画

② 基本区域の周辺で、今後、誘導施設の⽴地可能性
のあるまとまった敷地区画（公園、⼩学校・中学
校、駐⾞場等）

【境界の線引き】
 以下の地形地物をもとに、区域境界を設定する。
① 鉄道・河川（明確な市街地の分断）
② ⽤途地域境界（⽤途の分断）
③ 道路（都市の⾻格形成）
④ 敷地境界

【広域交通拠点・区域設定の考え⽅】
 ①中⼼拠点との都市機能分担、②リニア駅

周辺の過度な市街化抑制のため、整備予定
区域に限定し、区域の追加は検討せず

【中⼼拠点・区域設定の考え⽅】
 過度な市街化抑制のため、対⽤

途地域⾯積⽐を10%以下に抑制
 ⼈⼝密度、⽣活利便施設等の集
積がみられる区域に設定し、コ

ンパクトな市街地を形成

② 都市機能集積区域設定のプロセス

４－３．都市機能集積区域＞（１）都市機能集積区域設定の考え⽅
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区域⾯積 116.4ha

対⽤途地域
の⾯積⽐

7.4％

対商業系
⽤途地域の
⾯積⽐

56.8％

2015年⼈⼝
4,634⼈
（39.8⼈
/ha） 増減率

-32.0%

2040年⼈⼝
3,150⼈
（27.1⼈

/ha）

⽣活利便施
設（商業・コン
ビニ・⾦融・医
療・福祉施設
等）

56施設

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

中
心
拠
点

広
域
交
通
拠
点

大枠範囲の設定 【STEP1.】 詳細範囲の設定【STEP2.】～【STEP3.】

基本区域の範囲 都市機能集積区域の範囲

（参考）
 中⼼市街地活性化基本計画区域：151ha
 ＤＩＤ⼈⼝密度：35.2⼈/ha（2015）

 区域⾯積は10%以下に絞り込み
 区域内⼈⼝密度40⼈/ha維持を⽬標
とする（2015年時点39.8⼈/ha）

リニア駅整備予定区域

中心市街地活性化基本計画区域

（２）都市機能集積区域の設定
 都市機能集積区域の範囲は、【STEP1.】と【STEP2.】、【STEP3.】を経て、以下のように設定される。

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（拡⼤図）中⼼拠点 ⼤枠範囲の設定結果【STEP1.】

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（拡⼤図）中⼼拠点 詳細範囲の設定結果【STEP2.】~【STEP3.】
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km

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（拡⼤図）広域交通拠点 範囲の設定結果【STEP1.】~【STEP2.】~【STEP3.】

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

元善光寺

伊那上郷

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）【STEP2.】~【STEP3.】詳細範囲の設定⼿法（1/2）

STEP1の基本区域に接する
①重点公共施設、②まとまった土地

居住に適さないエリアＡを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「居住誘導区域に含まないこととされている区域」
• 「原則として、居住誘導区域に含まないこととすべ

き区域」

居住に適さないエリアＡと交差する場合 居住に適さないエリアＢと交差する場合

居住に適さないエリアＢを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「適当でないと判断される場合は、原則として、

居住誘導区域に含まないこととすべき区域」

居住に適さないエリアＡに該当する区域は
「除外」対応する
 居住に適さないエリアＡの境界線、または
最近隣の敷地界に沿って調整する

（例）
• 扇町公園、追⼿⾨⼩学校、

飯⽥美術博物館

居住に適さないエリアBに該当する区域は
「含める」検討する
 当該公共施設・まとまった⼟地の敷地界
を含めるように境界線を調整する

（例）
• 市役所、ハローワーク、動物園、中央公園

居住に適さないエリアと交差しない場合

居住に適さないエリアに該当しない区域は
「含める」検討する
 当該公共施設・まとまった⼟地の敷地界
を含めるように境界線を調整する

（例）
• 飯⽥東中学校

①重点公共施設（全市的都市機能を有する施設）：
• 市役所、ハローワーク、動物園、中央公園、扇町公園 等
②まとまった⼟地
• ⼩学校、中学校、⾼校、駐⾞場 等

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）【STEP2.】~【STEP3.】詳細範囲の設定⼿法（2/2）

【STEP1.】の基本区域が、敷地・建物を分断

（分断された敷地・建物が・・・）

居住に適さないエリアＡを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「居住誘導区域に含まないこととされている区域」
• 「原則として、居住誘導区域に含まないこととす

べき区域」

居住に適さないエリアＡと交差する場合 居住に適さないエリアＢと交差する場合

居住に適さないエリアＢを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「適当でないと判断される場合は、原則として、

居住誘導区域に含まないこととすべき区域」

居住に適さないエリアＡに該当する区域は
「除外」対応する
 居住に適さないエリアＡの境界線、または
最近隣の敷地界に沿って調整する

居住に適さないエリアBに該当する区域は
「含める」検討する
 鉄道・河川・⽤途地域界に沿って境界線を

調整する
 敷地の半分以下のみがエリアＢに該当する

場合、敷地を含める（※敷地の半分とする
考え⽅は、⼀体的な⼟地利⽤を図るため）

居住に適さないエリアと交差しない場合

居住に適さないエリアに該当しない区域は
「含める」検討する
 １本外の道路（市道）または最近隣の
敷地界、に沿って境界線調整

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）居住に適さないエリアＡとエリアＢ

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則として、居住誘導区域に含まない
こととすべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行う ことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

用途地域

都市計画区域

居住に適さないエリアＡとエリアＢの考え⽅

適当でないと 判断される場合は、原則として、
居住誘導区域に含まないこととすべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）
“それぞれの区域の災害リスク、警戒避難体制の
整備状況、災害を防⽌し、⼜は軽減するための
施設の整備状況や整備の⾒込み等を総合的に
勘案し、居住を誘導することが適当ではないと判
断される場合は、原則として、居住誘導区域に
含まないこととすべき区域”

居住に適さないエリアＡ 居住に適さないエリアＢ

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）

“居住誘導区域に含まないこととされている区域”

“原則として、居住誘導区域に含まないこととすべ
き区域”

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）

“居住誘導区域に含めることについて慎重に判断
を⾏うことが望ましい区域”

⽴地適正化計画の設定区域に
含めるべきでないエリア

各⾃治体の状況、および対策の検討等により、
⽴地適正化計画の設定区域に含めることも検討可能なエリア

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）全体図

A B C D

E F G H

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

A
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

B
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

C
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

D
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

E
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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F

（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

G
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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H

（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）中⼼市街地周辺の施設⽴地状況

中⼼市街地周辺の施設⽴地状況（その１）（中⼼市街地活性化基本計画より抜粋）

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定
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（参考資料）中⼼市街地周辺の施設⽴地状況

中⼼市街地周辺の施設⽴地状況（その２）（中⼼市街地活性化基本計画より抜粋）

４－３．都市機能集積区域＞（２）都市機能集積区域の設定



４－４．⽣活利便区域
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① ⽣活利便区域設定の基本的な考え⽅

 ⽣活利便区域は、都市機能を維持するため、居住を積極的に誘致し、⼈⼝密度を維持していく区域である。⾼齢者を含むあらゆる市
⺠が安⼼して暮らしていけるまちであることが求められる。そのため、⽣活利便区域は、都市機能集積区域へのアクセス確保の観点
から設定を⾏う。

 なお、リニア駅周辺エリアの市街化は限定的とする⽅針から、リニア駅周辺の居住に関わる⼟地利⽤の⽅針を定める地区計画等で策
定される「居住エリア」を、リニア駅周辺の⽣活利便区域に設定する。

４－４．⽣活利便区域＞（１）⽣活利便区域設定の考え⽅

（１）⽣活利便区域設定の考え⽅

⽣活利便区域（＝居住誘導区域に相当）

 都市機能集積区域の後背地として、都市機能やコミュニティを維持するために、居住を積極的に集積し、⼈
⼝密度を維持していく区域として設定する。

 都市機能集積区域の周辺徒歩圏内に設定する。

視点①
300m

視点②
300m

基幹的な
バス路線の通る道路

視点②
５00m

鉄軌道駅

都市機能集積区域

⽣活利便区域

アクセス確保の観点

視点 考え⽅

 歩いて暮らせるまちを形成する
 そのため、⽣活利便区域は、都市
機能集積区域と⼀体的に⽣活圏を
構成することを考慮した、徒歩の
範囲を設定する

【視点②】
徒歩圏域

【視点③】
交通圏域

 公共交通を利⽤した拠点間移動を
促進する

 そのため、都市機能集積区域につ
ながる基幹的なバス路線の通る道
路、鉄軌道駅の徒歩圏域に、⽣活
利便区域を設定する

都市機能集積区域界から・・・
３００m以内の徒歩圏
（※広域交通拠点は、地区計画
策定区域の「居住エリア」とする）

都市機能集積区域につながる…
(１)基幹的なバス路線の通る道路
３００ｍ以内

(２)鉄軌道駅
５００m以内

具体エリア

︻
視
点
①
︼
⽤
途
地
域
内
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基幹的なバス路線の通る道路
 基幹的なバス路線の通る道路の沿道地域は、相対的に⼈⼝密度が⾼く、今後⾼齢者⼈⼝の増加が⾒込まれる地域である。

そのため、今後もこれら地域の⼈⼝を維持し、都市機能へのアクセスを確保する観点から、⽤途地域内における基幹的なバス
路線の通る道路の徒歩圏域を、⽣活利便区域と設定する。

 基幹的なバス路線は、以下の通り設定する。
 基幹路線（阿島線、駒場線、阿南線 ３路線） ⇒ 飯⽥市内外を結ぶ市⺠の⾜となっている交通路線
 準基幹路線（市⺠バス循環線 １路線） ⇒ 内環状道路軸の内側の回遊性を促進する公共交通路線

0 2 4 6 81

km
0 2 4 6 81

km

総合スーパー

食品スーパー

その他小売

人口集中地区（2015年）

100人以上減少

50人以上減少

10人以上減少

10人未満の増減

10人以上増加

50人以上増加

100人以上増加

阿島線

内環状道路軸

阿南線

駒場線

市民ﾊﾞｽ循環線

人口集中地区（ 2 0 1 5 年）

5 人／h a 未満

5 人／h a 以上

1 0 人／h a 以上

2 0 人／h a 以上

3 0 人／h a 以上

4 0 人／h a 以上

2040年の人口密度
2015～2040年
高齢者人口増減

内環状道路軸

内環状道路軸の周辺地域の人口動態

（参考資料）⽣活利便区域設定の基本的な考え⽅

４－４．⽣活利便区域＞（１）⽣活利便区域設定の考え⽅
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JR飯田線

鉄軌道駅
 飯⽥市を通る鉄道路線は、JR飯⽥線である。JR飯⽥線は、市⺠の⽇常⽣活であり、広域交通を担う公共交通機関である。
⽤途地域内におけるJR飯⽥線の鉄軌道駅を中⼼とした徒歩圏域を、⽣活利便区域と設定する。

（参考資料）⽣活利便区域設定の基本的な考え⽅

４－４．⽣活利便区域＞（１）⽣活利便区域設定の考え⽅
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アクセス確保の観点の考え⽅について

 【視点①】 徒歩圏域 → ≦ 300m
 徒歩による⽇常⽣活圏域を800mとして、都市機能集積区域と⽣活利便区域を⾜し合わせて800mとなるように考え

場合、⽣活利便区域の範囲は都市機能集積区域界から最⼤で300mが適当と考えられる。

（徒歩による⽇常⽣活圏）＝（都市機能集積区域）＋（⽣活利便区域）

800m = 500m~800m ＋ 0m~300m

※ 通常の⼈の歩速が80m/分と仮定した場合、10分間に歩ける距離は800mであると考えられる。

 【視点②】 交通圏域
 中⼼拠点につながる基幹的なバス路線の通る道路と鉄軌道駅で設定する。徒歩圏域の考え⽅は以下の通り：

 基幹的なバス路線の通る道路の徒歩圏域 → ≦ 300m
 『住環境』（浅⾒泰司著）に⽰されるバス停の「誘致距離と満⾜率の関係」が誘致距離300mの範囲で

満⾜度80%であることから、300m以内の範囲設定が適当と考えられる。

 鉄軌道駅の徒歩圏域 → ≦ 500m
 『都市構造の評価に関するハンドブック』等では、800m圏が適当とされるが、中⼼市街地周縁の市街地の

コンパクト化の促進と、⾼齢者の歩速が50m/分で10分間に歩ける距離がおよそ500mであることを考慮し、
500m以内が適当と考えられる。

（参考資料）⽣活利便区域設定の基本的な考え⽅

４－４．⽣活利便区域＞（１）⽣活利便区域設定の考え⽅
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居住等区域（居住に適さないエリアを除外した区域）

⽣活利便区域

詳細範囲
の設定

【STEP1.】
基本区域の
設定

⼤枠範囲
の設定

【基本区域の範囲】
①周辺の地区計画策定予定エリア（※広域交通拠点に適⽤）
②都市機能集積区域界から300m以内の徒歩圏の区域（※⽤途地域内に限定）
③都市機能集積区域にアクセスする、基幹的なバス路線の道路から300m以内、鉄軌道駅から
500m以内の徒歩圏の区域（※⽤途地域内に限定）

【STEP3.】
詳細な
境界の設定

【境界の線引き】
 以下の地形地物をもとに、区域境界を設定する。
① 鉄道・河川（明確な市街地の分断）
② ⽤途地域境界（⽤途の分断）
③ 道路（都市の⾻格形成）
④ 敷地境界

【STEP2.】
基本区域に
追加する区域
の設定

【周囲の追加検討範囲】
① 基本区域周辺の⼀団の開発・計画区域（第⼀種住居専⽤地域、⼟地区画整理事業区域等）

⽣活利便区域の範囲設定

② ⽣活利便区域設定のプロセス

４－４．⽣活利便区域＞（１）⽣活利便区域設定の考え⽅
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大枠範囲の設定 【STEP1.】 詳細範囲の設定【STEP2.】～【STEP3.】

基本区域の範囲 生活利便区域の範囲

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

区域⾯積 875.4ha

対⽤途地域
の⾯積⽐

55.8％

対商業系
⽤途地域の
⾯積⽐

-

2015年⼈⼝
25,217⼈
（28.8⼈
/ha） 増減率

-23.1%

2040年⼈⼝
19,387⼈
（22.1⼈

/ha）

⽣活利便施
設（商業・コン
ビニ・⾦融・医
療・福祉施設
等）

162施設

（参考）
 中⼼市街地活性化基本計画区域：151ha
 ＤＩＤ⼈⼝密度：35.2⼈/ha（2015）

（２）⽣活利便区域の設定
 ⽣活利便区域の範囲は、【STEP1.】と【STEP2.】、【STEP3.】を経て、以下のように設定される。

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（拡⼤図）⽣活利便区域 ⼤枠範囲の設定結果【STEP1.】

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（拡⼤図）⽣活利便区域 詳細範囲の設定結果【STEP2.】~【STEP3.】

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）リニア駅周辺・近郊の都市計画の⾒直し

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）【STEP2.】~【STEP3.】詳細範囲の設定⼿法（１/2）

STEP1の基本区域に接する
一団の開発・計画区域

居住に適さないエリアＡを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「居住誘導区域に含まないこととされている区域」
• 「原則として、居住誘導区域に含まないこととすべ

き区域」

居住に適さないエリアＡと交差する場合 居住に適さないエリアＢと交差する場合

居住に適さないエリアＢを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「適当でないと判断される場合は、原則として、

居住誘導区域に含まないこととすべき区域」

居住に適さないエリアＡに該当する区域は
「除外」対応する
 居住に適さないエリアＡの境界線、または

最近隣の敷地界に沿って調整する

居住に適さないエリアBに該当する区域は
「含める」検討する
 ⼀団の該当区域の敷地界を含めるように

境界線を調整する

居住に適さないエリアと交差しない場合

居住に適さないエリアに該当しない区域は
「含める」検討する
 ⼀団の該当区域の敷地界を含めるように

境界線を調整する

⼀団の開発・計画区域：
• 第⼀種住居専⽤地域、⼟地区画整理事業区域等

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）【STEP2.】~【STEP3.】詳細範囲の設定⼿法（2/2）

【STEP1.】の基本区域が、敷地・建物を分断

（分断された敷地・建物が・・・）

居住に適さないエリアＡを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「居住誘導区域に含まないこととされている区域」
• 「原則として、居住誘導区域に含まないこととす

べき区域」

居住に適さないエリアＡと交差する場合 居住に適さないエリアＢと交差する場合

居住に適さないエリアＢを以下の区域と考える：
都市計画運⽤指針に沿って定められた
• 「適当でないと判断される場合は、原則として、

居住誘導区域に含まないこととすべき区域」

居住に適さないエリアＡに該当する区域は
「除外」対応する
 居住に適さないエリアＡの境界線、または

最近隣の敷地界に沿って調整する

居住に適さないエリアBに該当する区域は
「含める」検討する
 鉄道・河川・⽤途地域界に沿って境界線を

調整する
 敷地の半分以下のみがエリアＢに該当する

場合、敷地を含める（※敷地の半分とする
考え⽅は、⼀体的な⼟地利⽤を図るため）

居住に適さないエリアと交差しない場合

居住に適さないエリアに該当しない区域は
「含める」検討する
 １本外の道路（市道）または最近隣の敷

地界、に沿って境界線調整

※ 都市機能集積区域の設定（詳細）と同様の考え⽅に従う

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）居住に適さないエリアＡとエリアＢ

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則として、居住誘導区域に含まない
こととすべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行う ことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

用途地域

都市計画区域

居住に適さないエリアＡとエリアＢの考え⽅

適当でないと 判断される場合は、原則として、
居住誘導区域に含まないこととすべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）
“それぞれの区域の災害リスク、警戒避難体制の
整備状況、災害を防⽌し、⼜は軽減するための
施設の整備状況や整備の⾒込み等を総合的に
勘案し、居住を誘導することが適当ではないと判
断される場合は、原則として、居住誘導区域に
含まないこととすべき区域”

居住に適さないエリアＡ 居住に適さないエリアＢ

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）

“居住誘導区域に含まないこととされている区域”

“原則として、居住誘導区域に含まないこととすべ
き区域”

（都市計画運⽤指針§81⑪より抜粋）

“居住誘導区域に含めることについて慎重に判断
を⾏うことが望ましい区域”

⽴地適正化計画の設定区域に
含めるべきでないエリア

各⾃治体の状況、および対策の検討等により、
⽴地適正化計画の設定区域に含めることも検討可能なエリア

※ 都市機能集積区域の設定（詳細）と同様の考え⽅に従う

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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A B C D

E F G H

0 0.2 0.4 0.6 0.80.1

km

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

（参考資料）全体図

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

A
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

（参考資料）詳細図

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

B
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

（参考資料）詳細図

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

C
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

D
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

E
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

（参考資料）詳細図

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定



64

F

（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

G
【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定
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H

（参考資料）詳細図

居住誘導区域に含まないこと
とされている区域

農用地区域

特別地域

保安林

原則と して、 居住誘導区域に含まない
ことと すべき区域

土砂災害特別警戒区域

急傾斜地崩壊危険区域

適当でないと 判断される場合は、原則と して、
居住誘導区域に含まないことと すべき区域

土砂災害警戒区域

山地災害危険地区

砂防指定地

浸水想定区域（ 0 . 5 m以上）

　　  土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

土石流危険区域

急傾斜地崩壊危険箇所

地すべり危険箇所

居住誘導区域に含めることについて
慎重に判断を行うことが望ましい区域

工業専用地域

特別用途地区（ 工業専用地区）

住宅の建築が制限されている区域

【STEP1.】基本区域の境界

【STEP2.】~【STEP3.】
都市機能集積区域の境界

４－４．⽣活利便区域＞（２）⽣活利便区域の設定



５－５．地域機能集積区域
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５－５．地域機能集積区域＞（１）地域機能集積区域設定の考え⽅

（１）地域機能集積区域設定の考え⽅

 地域拠点において設定する「地域機能集積区域」は、現時点では都市機能集積区域に含めないこととする。「地域機能集積区域」は、
今後の都市の動向を⾒ながら、飯⽥市の20地区の地域住⺠主体により、地区計画や基本構想等の策定に沿って、必要に応じて段階的
に設定を検討する。

地域機能集積区域（＝準備検討区域）

 地域の⽇常的な⽣活圏の中⼼として、地域住⺠に⽣活サービスを提供する区域として設定する。

 各地区の地域拠点において、現時点では都市機能集積区域の設定をせず、将来的な都市構造の変化や各地区の
地区計画、基本構想等を踏まえ、都市機能集積区域の設定等を段階的に検討・計画する区域として設定する。

基幹路線
バス停

鉄軌道駅

地域機能集積区域

都市機能集積区域

地域機能集積区域の範囲設定の考え⽅

⾃治振興セン
ター・公⺠館を
中⼼とする範囲

生活サービス
機能の集積エリア

公民館・
自治振興センター

 ⾃治振興センター・公⺠館を
中⼼とする範囲は、概ね①都

市機能集積区域につながる公
共交通のバス停・鉄軌道駅、
および②⽣活サービス機能の

集積エリアと重なる
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（２）地域機能集積区域の設定

地域機能集積区域の全体図

0

0 2 4 6 81

km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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⼭本周辺地域・地域機能集積区域の設定

⼭本周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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川路周辺地域・地域機能集積区域の設定

川路周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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⻯丘周辺地域・地域機能集積区域の設定

⻯丘周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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松尾周辺地域・地域機能集積区域の設定

松尾周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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伊賀良周辺地域・地域機能集積区域の設定

伊賀良周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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⿍周辺地域・地域機能集積区域の設定

⿍周辺地域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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丸⼭・⽻場周辺地域・地域機能集積区域の設定

丸⼭・⽻場周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定



77

座光寺周辺地域・地域機能集積区域の設定

座光寺周辺地域

地域機能集積区域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定
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上郷周辺地域・地域機能集積区域の設定

上郷周辺地域

0 0.3 0.6 0.9 1.20.15 km

地域機能集積区域

５－５．地域機能集積区域＞（２）地域機能集積区域の設定


